生　活　習　慣　病　・　が　ん　対　策　グ　ル　ー　プ

１　がん対策推進事業　
予　算　額　　３３，３１０千円

決　算　額　　３１，２３８千円

　
(1)　大阪府がん対策推進委員会の設置運営
※予　算　額　　３，７２５千円

※決　算　額　　１，７８１千円

　　　

大阪府がん対策推進条例に基づき、がん対策の推進に関する基本的かつ総合的な政策及び重要事項並びに計画に基づく施策の実施状況について、定期的に検討を加え、必要に応じて調査し、知事に意見を述べるため、行政、医療関係者、患者会等の関係者で構成するがん対策推進委員会及び各専門部会を運営した。平成３０年度は主に第３期がん対策推進計画に対する取り組みの評価等について審議を行った。
	名称
	開催数
	職務

	大阪府がん対策推進委員会
	１回
	がん対策の推進に関する基本的かつ総合的な政策等の
決定及び第３期大阪府がん対策推進計画の進捗管理等

	・がん検診部会
	２回
	がん検診の推進に係ること

	・小児・AYA世代のがん対策部会
	１回
	小児・AYA世代のがん対策の推進に係ること

	・肝炎肝がん対策部会　
	１回
	肝炎肝がん対策の推進に係ること

	・がん登録等部会　
	１回
	がん登録の推進に係ること

	・がん診療連携検討部会
	３回
	国指定、府指定がん診療拠点病院の指定・推薦、あり方等に係ること


(2)　がん登録事業
※予　算　額　　１６，６５５千円

※決　算　額　　１６，５３７千円

　　　

がんのり患率や生存率、死亡率等の精度の高い統計によりがんの実態を正確に把握するため、府内医療機関からのがんり患患者の届出について、大阪国際がんセンターへの委託により実施した。

また、届出のあったデータに基づく地域がん登録の集計・解析業務や、人口動態調査死亡票を基礎データとした、市町村別、年齢別、医療機関別等の成人病統計の作成についても大阪国際がんセンターに委託し実施した。さらに、「がん登録等の推進に関する法律」（平成２８年１月１日施行）に基づき開始された「全国がん登録」に関し、医療機関向け研修会の開催、届出を行う診療所の指定などを行った。
　(3)　組織型検診体制推進事業
予　算　額　　１２，９３０千円
決　算　額　　１２，９２０千円
がん検診の精度向上を図るため、府内市町村のがん検診の情報を集約するとともに、分析情報を検討し、市町村へ提供した。

２　がん診療連携拠点病院の機能強化事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　     （単位：千円）

	
	 予　算　額


	㉔142,096
	㉕146,318
	㉖159,535
	㉗140,172
	㉘131,072
	㉙138,120
	㉚138,120
	

	
	 決　算　額

  eq \o\ad(（特定財源）,　　　　　　　　　　)

	140,765
国庫(70,970)


	143,334
国庫(71,621)


	159,531
国庫(79,733)


	130,597
国庫(65,259)


	131,067
国庫(65,492)


	134,552
国庫(67,276)


	134,552
国庫(67,276)
	


２次医療圏単位で国が指定する「地域がん診療連携拠点病院」を整備し、がん診療情報の収集、分析及び情報発信、医療機関相互の診療連携、最新の診療方法に関する研修会の開催等により、各地域におけるがん医療の水準向上を図った。

また、府民ががんに罹患したときに質の高いがん医療を受けることができる医療機関を選択できるよう「大阪府がん診療拠点病院」の制度を設けており、ホームページ等で指定病院に関する情報提供を行った。

３　がん検診精度管理委託事業　　
　　　　　　　　※予　算　額　　６８，９９８千円
　　※決　算　額　　６８，９９８千円
組織型検診体制を推進するとともにがん検診の技術水準の維持向上を図るために、市町村のがん検診事業を分析・評価し、課題を明確化するとともに改善方策についての指導・助言を行うとともに、市町村、検診機関への技術支援及びがん検診精度管理業務について、「大阪がん循環器病予防センター」を運営する（公財）大阪府保健医療財団に委託し、市町村がん検診事業を支援した。
４　アスベスト関連健康対策事業
予　算　額　　３６，５４１千円
決　算　額　　１５，８１３千円
　　環境省から委託を受け、アスベストを取り扱っていた工場等の周辺住民の、石綿ばく露者の中・長期的な健康管理のあり方を検討するための検診を試行し知見を収集した。
５　がん対策基金事業　　
予　算　額　　１０，７３９千円
決　算　額　　１０，２２７千円
平成２４年１１月に設置された「大阪府がん対策基金」を運営し、公立中学校におけるがんの予防につながる学習活動のモデル実施、企画提案型公募によるがん対策貢献事や、がん検診啓発グッズの作成など、がんの予防及び早期発見の推進、その他がん対策の推進に資する事業を実施した。
６　地域医療介護総合確保基金事業（がん対策）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１８５，２０１千円

決　算　額　　１４１，５１３千円

　　多様な患者のニーズや症状に応じ、入院・外来・在宅において切れ目のないがん医療を身近な地域において提供するため、がん医療提供体制の充実、地域医療連携体制の強化、緩和医療提供体制の充実を図った。
７　たばこ対策推進事業
予　算　額　　１，５９１千円
決　算　額　　１，１８３千円
平成３０年７月に健康増進法が改正されたことを踏まえ、府に相応しい受動喫煙対策について検討を行い、法を上回る府独自の取組みを盛り込んだ「大阪府受動喫煙防止条例」を平成３１年３月に公布した。
　また、子どもを受動喫煙の悪影響から保護することを目的に制定した、「大阪府子どもの受動喫煙防止条例」（平成３０年１２月公布）の周知啓発を行った。

加えて、たばこの健康影響の正しい知識の普及啓発、未成年者の喫煙防止教育の推進、さらに府民や事業者に対する禁煙サポートの推進を行った。

８　肝疾患診療体制整備事業

　予　算　額　　１０，８９７千円

決　算　額　　１０，１５９千円
「肝疾患診療連携拠点病院」を指定し、拠点病院等に設置する相談支援センターにおいて、患者・家族及び地域の医療機関等に対し肝疾患にかかる情報提供・相談・支援を実施するとともに、医療従事者を対象とした研修会・講演会を開催した。
９　肝炎肝がん総合対策事業
予　算　額　　３，５３０千円

決　算　額　　１，９０４千円

保健所において肝炎ウイルスの感染予防に関する普及啓発を行うとともに、肝炎ウイルス検査を実施し府民の肝炎ウイルス検査の受検機会の確保に努めた。

併せて、肝炎ウイルスキャリアに対する継続的な保健指導システムと専門医療体制の整備を図った。

保健所における肝炎ウイルス検査の受診者数（平成３０年度）　　　　　　　　　　　

	
	Ｂ型肝炎ウイルス検査
	Ｃ型肝炎ウイルス検査
	

	
	２９５人
	２９５人
	


１０　肝炎ウイルス検査事業
予　算　額　　５５，６９５千円

決　算　額　　５５，６９５千円

フィブリノゲン製剤問題を契機として、肝炎一般に対して関心が高まっており、肝炎検査受診希望者の増加が見込まれている。国の緊急肝炎ウイルス検査事業として医療機関における無料の肝炎検査事業の実施を受けて、本府においても、府内医療機関での無料の肝炎検査事業を実施した。
１１　初回精密検査費用助成事業
予　算　額　　２，８４６千円

決　算　額　　　　１４８千円

府内で実施の肝炎ウイルス検査の結果が陽性の方を対象に、肝炎専門医療機関で受診した際の初回精密検査に関連する費用を助成した。

１２　肝炎医療費援助事業（国庫補助金　補助率 1/2）

予　算　額　　８５８，５４０千円

決　算　額　　６９７，９２７千円
Ｂ型及びＣ型肝炎患者であって、インターフェロン治療・インターフェロンフリー治療・核酸アナログ製剤治療医療費の助成を必要とする肝炎患者が治療を受けられるよう医療費を助成した。
１３　肝がん・重度肝硬変医療費援助事業（国庫補助金　補助率 1/2）

予　算　額　　１４，３６９千円

決　算　額　　　　　　　０千円
Ｂ型及びＣ型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者入院医療であって、過去１年間で高額療養費の限度額を超えた月が既に３月以上の場合に、４月目以降に高額療養費の限度額を超えた月に係る医療費を助成する。
